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衣笠病院グループの概要

■神奈川県横須賀市（人口約39万人）に立地

■横須賀・三浦医療圏（4市1町）は人口約70万人

■衣笠病院許可病床198床 ＜稼働病床194床＞

■病院診療科 ＜〇は常勤医勤務＞

〇内科、神経科、小児科、〇外科、乳腺外科、

脳神経外科、形成外科、〇整形外科、〇皮膚科、

〇泌尿器科、婦人科、〇眼科、〇耳鼻咽喉科、

〇ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ科、〇放射線科、〇麻酔科、

〇ホスピス、東洋医学

■病棟構成

DPC病棟（50床）、地域包括ケア病棟（91床）、回復期リハビリ病棟（33床）、
ホスピス（緩和ケア病棟：20床）

【2021年9月時点】
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パート１
改定率と基本方針

2023年12月15日



2024年診療報酬改定率
本体部分0.88％

武見敬三大臣





社会保障審議会医療保険部会
2023年12月8日

2024年診療報酬改定の基本方針





ポスト2025年、2040年問題とは



第１ゴール
2025年

第2ゴール
2040年

75歳以上

65～74歳

65歳以上

2025年問題
団塊世代
が75歳以上

2040年問題
団塊ジュニア
が65歳以上



GDP対比21.5％
140兆円

GDP対比23.8～24％

190兆円

120兆円



558万人減 1192万人減

2025年から2040年
の15年間で東京都
の人口が消える





GDP対比21.5％
140兆円

GDP対比23.8～24％

190兆円

120兆円



558万人減 1192万人減

2025年から2040年
の15年間で東京都
の人口が消える



ポスト2025年
国の財政も最大ピンチ



財政のワニのあごがはずれた！

財務省資料より

60兆円の
補正予算



人口問題の
ワニの口



2040年
2025年万人



ポスト2025年、2040年
「カネなし、ヒトなし、借金漬け」の

時代・・・



パート２
高齢者救急をどこで診る？

①急性期一般病床に高齢者救急が集まるワケ

②地域包括ケア病棟と高齢者救急

③地域包括医療病棟の新設



①急性期一般病床に高齢
者救急が集まるワケ



後期高齢者





急性期一般病床に
介護福祉施設から
の入院66万人



誤嚥性肺炎
尿路感染
心不全



高齢者救急が
急性期一般病床に

入院するワケは重症度、
医療・看護必要度にあり





「看護必要度を満たす患者」の条件

次のいずれかを満たす患者

A項目2点以上 かつ B項目3点以上

A項目3点以上

C項目１点以上



急性期一般１で誤嚥性肺炎・尿路感
染の救急搬送を受け入れるワケは？

• 救急搬送患者では「5日間、A項目2点」を獲得でき
る

• 高齢者の多くはADLに問題があるので、B項目は満
たしやすい

• 誤嚥性肺炎・尿路感染症でも「救急搬送」すれば、
急性期一般1の重症度、医療・看護必要度をアップ
することができる（A2点以上・B3点以上に該当す
る）

• 誤嚥性肺炎・尿路感染症は急性期一般1でも地域一
般でも医療資源投入量に大差はない。

• しかし上記の理由から急性期一般１で受け入れる
ことのインセンテイブが働いてしまう。



「看護必要度を満たす患者」の条件

次のいずれかを満たす患者

A項目2点以上 かつ B項目3点以上

A項目3点以上

C項目１点以上

急性期一般
入院料１

廃止

B項目が
消えた！



②地域包括ケア病棟と
高齢者救急



地域包括ケア病棟の経緯①

• 2014年診療報酬改定
• 地域包括ケア病棟が新設された。

• 厚生労働省はその役割を「急性期治療を経過した患者及
び在宅において療養を行っている患者等の受け入れ並び
に患者の在宅復帰支援等を行う機能を有し、地域包括ケ
アシステムを支える」と定義した。

• 算定項目は、算定上限60日、看護体制は13対１で７割
以上の看護師が必要とされ、疾患別・がん患者リハビリ
テーションを含む多くの項目が包括評価となっている

• リハビリテーションは、地域包括ケア時代を反映して廃
用症候群・認知症モデルに包括算定となっている。

2006年改定で新設
した亜急性期病床

が原型



地域包括ケア病棟経緯②

• 2016年度改定
• 手術と全身麻酔などが包括から出来高算定となる。

• 2018年度改定
• 地域包括ケア病棟入院料・入院医療管理料１-４が新設
されて地域包括ケアシステムを支える機能が強化された。

• 2020年度改定
• 地域包括ケア病棟の役割をバランスよく発揮できるよう、
地域包括ケアに係る実績や入退院支援等に係る施設基準、
同一医療機関内で転棟した場合の算定方法が見直された。

• 2022年度改定
• 救急の実施等の要件化、自院一般病棟からの転棟割合適
正化、在宅患者の受入等の強化、在宅医療等の実績の充
実、入退院支援加算の要件化、在宅復帰強化、初期加算
の見直し等、大幅な改定が行われた



2018年



2014年入院医療分科会
中医協調査専門組織

宇都宮啓医療課長





武久洋三先生



地域包括ケア病棟（新設）

•地域包括ケア病棟入院料１、２
• 疾病別リハの届出

• 看護配置13：1

• 常勤リハビリスタッフ

• リハ1日２単位以上

• 重症度・看護必要度

• 在宅復帰率

• １床あたり原則6・4平米

• 在宅療養支援病院（200床未満）

• 2次救急指定病院、救急告示病院

• データ提出加算

•地域包括ケア病棟

入院料１
• 在宅復帰率

• 看護職員配置加算

• 看護補助者配置加算リハスタッ
フ充実

看護師・看護
補助者の加配

最大の争点は
救急の扱い！



入院医療分科
会ですべてを
決めるな。越
権行為だ！

中川俊男委員



2014年



200床以下 200床以下

①ポストアキュート
②サブアキュート ③在宅復帰





週7日

日中、夜間、深夜

400件以下



要件 入院料 改定による変更点 減算

在宅復帰率 地ケア1・2
地ケア3・4

70％以上から72.5％以上へ
70％以上要件新設 できなければ

10％減算

自院の一般病棟か
ら転棟患者割合
60％未満

地ケア2・4 対象病院を許可病床数400床以上
から200床以上へ拡大

60％以上の場合
減算額を10％か
ら15％へ

自宅等からの入院
患者割合

地ケア1・3 15%から20％以上へ
自宅等からの緊急の入院受け入
れを3か月に6人から9人以上へ

自宅等からの入院
患者割合など

地ケア2・4 20％以上を新設 できなければ
10％減算

入退院支援加算１ 地ケア1・2 許可病床100床以上に義務化 できなければ
10％減算

一般病床
療養病床

地ケア
地ケア

救急医療の基準
一律5％減算





地域包括ケア病棟への救急患
者の直接入院
•医療・看護の必要性が高く、医療資源投入量が
多い点を踏まえ、報酬上のインセンテイブを設
けるべき（井川委員）

•現行の在宅患者支援病床初期加算の要件を見直
して、受け入れ体制の整備、受け入れの促進を
図ってはどうか（武井委員）

•比較的重症の患者に適切な対応をするには看護
加配などが必要となる。また三次救急に高齢患
者が搬送等されれば生活状況把握などが困難に
なることから、地域包括ケア病棟などへの下り
搬送が重要。これを評価しては（津留委員）



地域包括ケア病棟で
短期滞在手術患者を受け

入れている

白内障手術やポリ
ペクの患者を地域
包括ケア病棟で受
け入れている



短期滞在手術のポスト
アキュートは適切か？









③地域包括医療病棟
の新設

スーパー地ケア病棟













地域包括医療病棟
地域医療構想では
どの区分？

千葉県地域医療構想調整会議







高齢者の受け皿
の回復期病床が
16万床足りない



地域包括医療病棟は
回復期病床数をアップする



パート３
重症度、医療・看護必要度

の見直し

①重症度、医療・看護必要度Ⅱ

②注射薬剤3種類

③B項目廃止

④平均在院日数



①重症度、医療・
看護必要度Ⅱ



重症度、医療・看護必要度ⅠとⅡの比較

項目 重症度、医療・看護
必要度Ⅰ

重症度、医療・看護
必要度Ⅱ

A項目（専門
的な治療・処置
のうち薬剤を必
要とするもの）

DPCレセプト DPCレセプト

A項目
（上記以外）

看護師 DPCレセプト

B項目 看護師 看護師

C項目 DPCレセプト DPCレセプト









入院外来分科会委員意見

•看護必要Ⅱへの一本化

• 「看護職員の負担軽減を考慮し、そろそろ看護必要度IIへの一本化

（看護必要度Ｉの廃止）を検討すべき」（秋山委員）

• 「抗がん剤関連項目について、外来移行との関係を整理していくべき

である」（中野惠委員：健康保険組合連合会参与）



200床以下の急性
期一般入院料１
にⅡを必須化



②注射薬剤3種類



①A項目の「心電図モニター管理」を削除
②A項目の「点滴ライン同時3本以上の管
理」を「注射薬剤3種類」に変更
③A項目の「輸血や血液製剤の管理」につ
いて1点から2点への引き上げ

2022年改定でA項目の見直し

3本

注射薬剤3種類



2022年度の改定後
に「注射薬剤3種
類以上」が急増



注射薬3種類は
2日目以降は減る



該当日数が長期化する
とアミノ酸、糖、電解
質、ビタミンが増える



「薬剤3種類以上」の急増

•入院外来医療分科会委員意見
• 多くの委員が「心電図モニタ管理が削除されA得
点が下がる部分を、薬剤3種類以上で取り戻し
ているのではないか」と指摘。

• 今後、適正な運用がなされているのかなどを確
認したうえで、「薬剤3種類以上」の適正化論議

対象薬剤から
「アミノ酸・糖・電解質・ビタミン」等
の静脈栄養に関する薬剤を除外



③B項目廃止





3点以上



入院初日に3点以上



B項目は急性期医療ニーズを評価
する項目として適しているか？
• 中野惠委員（健康保険組合連合会参与）

• 「B項目が『急性期入院医療の必要性を評価するもの』として妥当なのか疑問を感じ
る。今後、根本的な見直し検討が必要と考えるが、まず2024年度の次期診療報酬
改定においては、診療情報・指標等作業グループの報告にもあるように、急性期一般
1では『B項目の廃止』を提案したい」

• 小池創一委員（自治医科大学地域医療学センター地域医療政策部門教
授）

• 「看護必要度の趣旨である『急性期入院医療の必要性を評価するもの』との趣旨に
照らし、B項目が急性期の必要度に相応しくないとなれば、B項目廃止の方向が妥当
である」

• 津留英智委員（全日本病院協会常任理事）
• 「B項目の調査データから、ただちに『急性期入院医療の必要性を評価するものとし
て相応しくない』との結論は導けないのではないか」

• 山本修一分科会長代理：地域医療機能推進機構理事長
• 「急性期病院にも様々な病態の患者がおり、医療の高度化で高齢患者にも安全・安
心に侵襲的な手技が可能になってくる中で、さらに高齢患者が急性期病棟に入院が
増える

• 入院患者にどれだけの手間をかければ退院につながるのか』という視点での評価は
継続して必要であり、B項目が『急性期入院医療の必要性を評価するものとして相応
しくない』となっても、依然として重要であり、廃止すべきではない



急性期一般入院料１
患者該当基準①（B項目含む）

の廃止に繋がった



④平均在院日数





11日
以下

12日～14日

15日以上

16日以上

17日以上







重症度、医療・看護必要度の
見直しのシミュレーション



項目の
見直し

該当患者
の基準の
見直し







基準①を削除 A得点2点
平均在院日数を
18日以下にする





シミュレーション結果と
中医協委員意見

4つの案についてシミュレーションを行った







中医協委員意見
•支払い側

• 看護必要度や平均在院日数など、急性期一般病床の
施設基準の厳格化を求める意見（案1）

•診療側
• 施設基準の現状維持、あるいは最低限の緩やかな見
直しを求める意見（案4）

診療側支払い側

公益裁定 2024年1月31日



公益裁定で
見直し案4に近い案で決着
• 2024年1月31日 公益裁定となった

• 両者の意見の乖離が大きいため公益裁定となった

• 急性期一般入院料１の平均在院日数
• 現行の18日以内から16日以内に短縮

• 項目については「見直し案４」を採用する

• 該当患者割合については急性期一般入院料１については

割合① A項目3点・C項目１点は20％以上

割合② A項目2点・C項目１点は27％以上



パート４
再製造単回使用機器（R-SUD)

（RSUD:remanufactured single use device)

神経生理電極（EP)カテーテル
101



SUDの規定

• SUD の製造販売に関しては厚生労働省の行政通
知により以下の基準が示されている
• 2001年12 月14 日医薬局安全対策課長通知（医薬安
発第158 号）により「単回使用の医療用具について
は、・・・・・『再使用禁止』と記載するととも
に『禁忌・禁止』の項にも記載すること。」とし
ている

• 2004年2月9 日付厚生労働省医政局長通知（医政発
第0209003 号）により
• 「ペースメーカーや人工弁等の埋め込み型の医療材料に
ついては医療安全や感染の防止を担保する観点から、そ
の性能や安全性を十分に保証し得ない場合は再使用しな
い等の措置をとるなど、医療機関として十分注意される
よう（中略）よろしくお願いする」と注意喚起がなされ
ている。



事例① 神経生理電極（EP)カテーテル

• 神経生理電極（EP)カテー
テルの院内滅菌による再
使用（Ｒｅｕｓｅ）

• 2015年7月、神戸大学病
院においてSUDである神
経生理電極（EP)カテーテ
ルが約300人の患者に院
内滅菌の上、再使用され
た可能性がある。

• 不整脈のアブレーション
治療に用いる電極カテー
テルは１本２０万円、１
回に４～５本使用する。 神経電極カテーテル



事例② リガシュア
• リガシュア（血管シーリン
グデバイス）

の使いまわし
• 2014年5月20日の読売新聞の
報道

• 大阪府堺市北区の国立病院機
構近畿中央胸部疾患センター
は、再使用が禁止されている
胸腔鏡手術用のリガシュアを
使い回しをしていたと発表し
た。

• 2008年から6年間に約２３０
０人の手術に、院内で再滅菌
して再使用していた

• しかし健康被害は確認されて
いないという。

104

リガシュア



事例③ドリルバー

• 大阪市立大病院は2017年
9月19日、国の通知で再
使用が禁じられている使
い捨て用の医療機器を滅
菌処理して使っていたと
明らかにした。

• 2015年９月以降で約130
人の患者に使用しており、
健康被害を調査している。

• 医療機器は骨に穴を開け
る「ドリルバー」約40種
類や、骨を切断する「ブ
レード」約10種類



武藤正樹 106

ＳＵＤの再使用についての全国調査
全国国立大学医学部付属病院材料部長会議
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SUD再製造の米国事情

実は米国でもSUDの院内滅菌、再使用が問題となっていた・・・



米国のSUD事情

•実は米国でもSUDの院内滅菌による再利用
が2000年以前には、現在の日本のように頻
繁に行われていた

•しかし2000年以降、米国の医薬食品局
（FDA）がSUDの再製造の安全基準と、再製
造されたSUDは新品と同等であるという市
販前承認基準「510K」を整備して、SUDの
再製造の公式な道を切り開く。

•この過程には米国会計検査院、米国議会な
どの働きかけがあった。
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ストライカー・サステナビリティ・ソリューション社
アリゾナ州フェニックス
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EPカテーテルの洗浄作業
（ストライカー・サステナビリティ・ソリューション社、アリゾナ州フェニックス市）
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EPカテーテルの機能テスト作業
（ストライカー・サステナビリティ・ソリューション社
フェニックス）
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米国のSUD使用の現状

• ロスアンジェルスにあるUCLAのロナルドレーガン
病院の心臓カテーテル室で見学

• この病院ではEPカテーテルを使用した場合は専用
の回収ボックスに収納する

• そしてこの回収ボックスは先のストライカーなど
のSUD再製造工場に送られて再製造の上、病院に
戻ってくる

• EPカテーテルの場合、6回まで再利用が可能だとい
う。このためこの病院の心臓カテーテル室の棚に
は、ストライカー社の再製造製品が数多く備蓄さ
れていた。

114
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UCLAロナルドレーガン記念病院
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上塚先生武藤

UCLAロナルドレーガン記念病院心カテ室
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EPカテーテル収集ボックス



米国で実際に再製造されている製品例

120

外科系製品群 循環器系製品群 低侵襲機器

整形外科手術と低侵襲
手術で使用される外科
用器具

不整脈の診断と治療に
使用されるカテーテルと
ケーブル

様々な循環動態の状況
のモニタ又は処置のた
めに使用される非手術
用機器

➢ 腹腔鏡用血管シーリ
ング装置

➢ 超音波メス先
➢ トロッカー
➢ 関節鏡用シェーバ先
➢ バー・ビット・ブレード

➢ 超 音 波 診 断 用 カ
テーテル

➢ 電気生理検査用カ
テーテル

➢ EPインターフェイス
ケーブル

➢ DVTスリーブ

➢ パルスオキシメータ
プローブ

➢ 空気圧タニケットカフ
➢ 血圧用カフ



Electrophysiology (EP) 

Diagnostic Catheters & Cables

Introducer Sheaths

Diagnostic Ultrasound 

Catheters

神経電極（EP）カテーテル
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LigaSure  

Sealer/Divider 

Trocars

Laparoscopic 

Devices (babcocks, 

dissectors, 

scissors/shears, 

graspers)

Ultrasonic Scalpels

外科系器具
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DVT Compression 

Sleeves
Pulse Oximeter 

Sensors
ECG Leads

低侵襲性の器具

Cerebral Somatic 

Sensors

Blood Pressure 

Cuffs

Stethoscopes Fall Alarms Cervical Collars

Splints

Pressure Infusers
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2016年度
国立研究開発法人日本医療研究開発機構

委託研究開発事業
（医薬品等規制調和・評価研究事業）

単回使用医療機器の再製造の
在り方に関する調査研究

国際医療福祉大学大学院 武藤正樹



2016年度研究内容

（１）海外調査：米国、独、英におけるSUD再製
造の現状と規制の現状を調査した。

（２）国内調査：国内におけるSUD再製造のニー
ズ調査を行った。

（３）再製造ガイダンス案の検討：研究班員、業
界団体、PMDA等の関係者からなるワーキンググ
ループにおいて国内のガイダンス案を検討した。



医療機器・体外診断薬部会（2017年4月21日）
薬事・食品衛生審議会薬事分科会（2017年6月29日）

医薬品医療機器等法第42条



2017年7月31日
公布・施行





パート５
後発医薬品の
安定供給へ向けて



2010年から2019
年までは4社

2021年からすで
に15社



沢井製薬 テプレノンカプセル
溶出試験で不正

2023年10月23日



2024年2月9日



限定出荷・
供給停止が23％





後発医薬品問題
2015年と2016年問題



2年平均伸び率11％2年平均伸び率5.3％

2015年骨太の方針：「2017年央に70％以上とし、18年度から20年度末までの
なるべく早い時期に80％以上とする」

2015年骨太で
2020年までに

80％目標を設定

2015年問題



2015年5月
経済財政諮問会議ワーキング

財務省事務局
2018年までに80％

業界団体、厚労省
2023年までに80％

日本ジェネリック学会
2020年までに80％



2016年の薬価抜本改革：「毎年改定など」

2016年の薬価制
度抜本改革で毎
年薬価改定導入

2016年問題



薬価制度の抜本改革
（2016年12月）

•薬価制度の抜本改革
の基本方針
• 「4閣僚合意」が政府
より公表（2016年12月
20日）
• 塩崎恭久厚生労働相、
麻生太郎財務相、石
原伸晃経済再生担当
相、菅義偉官房長官
の関係4閣僚の合意

•毎年薬価改定
• 現在は2年に1度の薬価
改定を毎年実施に切り
替える（中間年は大手
卸売業に絞って実際の
取引価格を調査）

• 塩崎厚労大臣



2015年・2016年問題は
後発医薬品業界にとって
デスクロス（死の十字架）

市場拡大

薬価下落



後発医薬品産業構造検討会

2023年7月31日







「医薬品の迅速・安定供給実現に向けた総合対策に関する有識者検討会
報告書（2023年2月）

後発医薬品の安定供給等の実現に向けた産業構造のあり方に関する検討会
「中間とりまとめ」（2023年10月）

中医協薬価専門部会
（2023年10月～）

創薬力の強化・安定供給の確
保等のための薬事規制のあり

方に関する検討会
（2023年10月～）



中医協薬価専門部会







他社が出荷停止又は
出荷量の制限を行っ
た医薬品に対する自
社品目の追加供給の
実施のポイントが高い

A区分
自社都合の出荷
停止や、乖離率が
大きかったところ
がポイントが低

かった



後発医薬品企業の再編

2023年12月4日





ネクスレッジ 安本篤史氏



まとめと提言

・2024年診療報酬改定の最大課題は「高齢者救急を
どこで診るか？」
・このためスーパー地ケア病棟の新設された。

・重症度、医療・看護必要度が平均在院日数も含め
見直しされた。
・RSUDについて初めて加算が設けられた
・後発品安定供給へ向けて業界再編が必要



医療介護DX
～コロナデジタル敗戦からＡＩまで～

• 武藤正樹著
• DXやAIはこれからの医療・介
護に必須である。
本書はDXやAIに関心がある方、
これから学ぼうとする方へ基
礎をわかりやすく解説した

• 発行：日本医学出版

• 2023年5月29日
• A5判
• 216ページ
• 定価 2,200円+税

どうする
マイナトラブル

https://www.hanmoto.com/bd/search/publisher/%E6%97%A5%E6%9C%AC%E5%8C%BB%E5%AD%A6%E5%87%BA%E7%89%88


ご清聴ありがとうございました

本日の講演資料は武藤正樹のウェブサイトに公開し
ております。ご覧ください。

武藤正樹 検索 クリック

ご質問お問い合わせは以下のメールアドレスで
muto@kinugasa.or.jp

日本医療伝道会衣笠病院グループで外来、老健、在宅クリニックを
担当しています。患者さんをご紹介ください

mailto:muto@kinugasa.or.jp
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